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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材フィルムと、粘着剤層と、剥離フィルムと、マスク材層と、剥離ライナーとを、こ
の順で有する剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープであって、前記剥離フィルム及
び前記剥離ライナーはそれぞれ１つの剥離処理面を有し、該剥離フィルム及び剥離ライナ
ーはそれぞれ前記剥離処理面で前記マスク材層と接しており、該剥離フィルムと該マスク
材層間の剥離力より該剥離ライナーと該マスク材層間の剥離力が小さい、剥離ライナー付
マスク一体型表面保護テープ。
【請求項２】
　前記マスク材層の貯蔵弾性率が、１０万Ｐａ未満である請求項１記載の剥離ライナー付
マスク一体型表面保護テープ。
【請求項３】
　前記剥離フィルムと前記マスク材層間の剥離力が、０．０２Ｎ／２５ｍｍ以上、１．０
Ｎ／２５ｍｍ未満である請求項１又は２記載の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テー
プ。
【請求項４】
　前記剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープから前記剥離ライナーを除いた積層体
の引張弾性率が１ＧＰａ以上である請求項１～３のいずれか１項に記載の剥離ライナー付
マスク一体型表面保護テープ。
【請求項５】
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　前記剥離フィルムの引張弾性率が、１．５ＧＰａ以上である請求項１～４のいずれか１
項に記載の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
【請求項６】
　前記剥離フィルムの厚さが２５～７５μｍである請求項１～５のいずれか１項に記載の
剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
【請求項７】
　前記基材フィルムの、前記粘着剤層とは反対側の面の材質が低密度ポリエチレン又はエ
チレン－酢酸ビニル共重合体である請求項１～６のいずれか１項に記載の剥離ライナー付
マスク一体型表面保護テープ。
【請求項８】
　前記マスク材層のマスク材が紫外線硬化型である請求項１～７のいずれか１項に記載の
剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
【請求項９】
　下記工程（ａ）～（ｄ）を含む半導体チップの製造に用いられる、請求項１～８のいず
れか１項に記載の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ
（ａ）前記剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープから前記剥離ライナーを剥離して
半導体ウェハのパターン面側に貼り合せた状態で、該半導体ウェハの裏面を研削し、研削
した半導体ウェハの裏面にウェハ固定テープを貼り合わせ、リングフレームで支持固定す
る工程、
（ｂ）前記マスク一体型表面保護テープから前記基材フィルムと前記粘着剤層と前記剥離
フィルムとを一体に剥離してマスク材層を表面に露出させた後、該マスク材層のうち半導
体ウェハのストリートに相当する部分をレーザーにより切断して半導体ウェハのストリー
トを開口する工程、
（ｃ）ＳＦ６プラズマにより半導体ウェハを前記ストリートで分断して半導体チップに個
片化するプラズマダイシング工程、及び、
（ｄ）Ｏ２プラズマにより前記マスク材層を除去するアッシング工程。
【請求項１０】
　前記マスク材層の厚みが、前記パターン面の凹凸の最大高さより大きい請求項９記載の
剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
【請求項１１】
　前記パターン面の凹凸の最大高さが５０μｍ以上である請求項９又は１０記載の剥離ラ
イナー付マスク一体型表面保護テープ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　最近の半導体チップの薄膜化及び小チップ化への進化はめざましい。特に、メモリカー
ドやスマートカードの様な半導体ＩＣチップが内蔵されたＩＣカードでは薄膜化が要求さ
れている。また、ＬＥＤ及び／又はＬＣＤ駆動用デバイスなどでは小チップ化が要求され
ている。今後ＩＣカードやＬＥＤ及び／又はＬＣＤ駆動用デバイスの需要が増えるにつれ
半導体チップの薄膜化及び小チップ化のニーズはより一層高まるものと考えられる。
【０００３】
　半導体チップは、半導体ウェハをバックグラインド工程やエッチング工程等において所
定厚みに薄膜化した後、ダイシング工程を経て個々のチップに分割することにより得られ
る。ダイシング工程においては、ダイシングをダイシングブレードにより行うブレードダ
イシング方式、ダイシングをレーザーで行うレーザーダイシング方式、ダイシングを水圧
で行うウオータージェット方式、半導体ウェハの厚み方向にレーザーで改質層を形成し、
エキスパンドして分断し個片化するステルスダイシング方式、及びダイシングをプラズマ
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で行うプラズマダイシング方式（例えば、特許文献１参照）など、様々な方式が用いられ
ている。
　なかでも、プラズマダイシング方式はチップの分断に最適なプロセスの１つとされてき
た。プラズマダイシング方式は、マスクで覆っていない箇所をプラズマで選択的にエッチ
ングすることで、半導体ウェハを分割する方法である。このダイシング方法を用いると、
選択的にチップの分断が可能であり、スクライブラインが曲がっていても問題なく分断で
きる。また、エッチングレートが非常に高い。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００７－１９３８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　プラズマダイシング方式では、六フッ化硫黄（ＳＦ６）や四フッ化炭素（ＣＦ４）など
、半導体ウェハとの反応性が非常に高いフッ素系のガスをプラズマ発生用ガスとして用い
ており、その高いエッチングレートから、エッチングしない面に対してマスクによる保護
が必須であり、事前にマスク形成が必要となる。
　このマスク形成には、特許文献１にも記載があるように、半導体ウェハの表面にレジス
トを塗布した後、ストリートに相当する部分をフォトリソグラフィプロセスで除去してマ
スクとする技術が一般的に用いられる。そのため、プラズマダイシングを行うためには、
プラズマダイシング設備に加えてフォトリソ工程設備が必要で、チップコストが上昇する
という問題がある。また、プラズマエッチング後にマスク（レジスト膜）が残った状態で
あるため、マスク除去のために大量の溶剤を用いる必要があり、それでもマスクを完全に
除去できないこともあり、不良チップが生じる場合があった。さらに、レジストによるマ
スキング工程を経るため、全体の処理プロセスが長くなるという不都合もあった。
　剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、半導体ウェハの裏面研削工程において
は半導体ウェハのパターン面を保護し、その後のプラズマによる個別化工程の前には、マ
スク一体型表面保護テープから、マスク材層を選択的に半導体ウェハに残すことが重要で
ある。
　また、各工程において選択的に必要な層を露出させるため、各層の剥離力の関係が適切
に制御されている必要があり、各層の設計に大幅な制限がかかってしまう。
　本発明は、プラズマダイシング方式を用いた半導体チップの製造におけるフォトリソグ
ラフィプロセスによるマスク形成を不要とする剥離ライナー付マスク一体型の表面保護テ
ープを提供することを課題とする。
　本発明は、さらに、各層間の剥離力の関係が制御され、マスク材層をその表面状態を維
持して露出できる、マスク一体型表面保護テープを提供することも課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の上記課題は以下の手段によって解決される。
（１）基材フィルムと、粘着剤層と、剥離フィルムと、マスク材層と、剥離ライナーとを
、この順で有する剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープであって、前記剥離フィル
ム及び前記剥離ライナーはそれぞれ１つの剥離処理面を有し、該剥離フィルム及び剥離ラ
イナーはそれぞれ前記剥離処理面で前記マスク材層と接しており、該剥離フィルムと該マ
スク材層間の剥離力より該剥離ライナーと該マスク材層間の剥離力が小さい、剥離ライナ
ー付マスク一体型表面保護テープ。
（２）前記マスク材層の貯蔵弾性率が、１０万Ｐａ未満である（１）記載の剥離ライナー
付マスク一体型表面保護テープ。
（３）前記剥離フィルムと前記マスク材層間の剥離力が、０．０２Ｎ／２５ｍｍ以上、１
．０Ｎ／２５ｍｍ未満である（１）又は（２）記載の剥離ライナー付マスク一体型表面保
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護テープ。
（４）前記剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープから前記剥離ライナーを除いた積
層体の引張弾性率が１ＧＰａ以上である（１）～（３）のいずれか１つに記載の剥離ライ
ナー付マスク一体型表面保護テープ。
（５）前記剥離フィルムの引張弾性率が、１．５ＧＰａ以上である（１）～（４）のいず
れか１つに記載の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
（６）前記剥離フィルムの厚さが２５～７５μｍである（１）～（５）のいずれか１つに
記載の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
（７）前記基材フィルムの、前記粘着剤層とは反対側の面の材質が低密度ポリエチレン又
はエチレン－酢酸ビニル共重合体である（１）～（６）のいずれか１つに記載の剥離ライ
ナー付マスク一体型表面保護テープ。
（８）前記マスク材層のマスク材が紫外線硬化型である（１）～（７）のいずれか１つに
記載の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
（９）下記工程（ａ）～（ｄ）を含む半導体チップの製造に用いられる、（１）～（８）
のいずれか１つに記載の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ
（ａ）前記剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープから前記剥離ライナーを剥離して
半導体ウェハのパターン面側に貼り合せた状態で、該半導体ウェハの裏面を研削し、研削
した半導体ウェハの裏面にウェハ固定テープを貼り合わせ、リングフレームで支持固定す
る工程、
（ｂ）前記マスク一体型表面保護テープから前記基材フィルムと前記粘着剤層と前記剥離
フィルムとを一体に剥離してマスク材層を表面に露出させた後、該マスク材層のうち半導
体ウェハのストリートに相当する部分をレーザーにより切断して半導体ウェハのストリー
トを開口する工程、
（ｃ）ＳＦ６プラズマにより半導体ウェハを前記ストリートで分断して半導体チップに個
片化するプラズマダイシング工程、及び、
（ｄ）Ｏ２プラズマにより前記マスク材層を除去するアッシング工程。
（１０）前記マスク材層の厚みが、前記パターン面の凹凸の最大高さより大きい（９）記
載の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
（１１）前記パターン面の凹凸の最大高さが５０μｍ以上である（９）又は（１０）記載
の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、プラズマダイシング方式を用
いた半導体チップの製造において、フォトリソグラフィプロセスによらずにマスク形成す
ることができる。また、本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、剥離ラ
イナーを剥離して、マスク材層を表面保護テープ表面に露出することができる。さらに、
本発明の剥離ライナー付マスク一体型の表面保護テープは、上記薄膜化工程後においてマ
スク材層を半導体ウェハ表面に表面状態を維持して露出させることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープの一態様の模式的な断面図
である。
【図２】本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを使用する第１実施形態に
おいて、半導体ウェハへのマスク一体型表面保護テープ（剥離ライナー付マスク一体型表
面保護テープから剥離ライナーを除いた積層体）貼合までの工程を説明する概略断面図で
ある。分図２（ａ）は半導体ウェハを示し、分図２（ｂ）はマスク一体型表面保護テープ
を貼合する様子を示し、分図２（ｃ）はマスク一体型表面保護テープを貼合した半導体ウ
ェハを示す。
【図３】本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを使用する第１実施形態に
おいて、半導体ウェハの薄膜化と固定までの工程を説明する概略端面図である。分図３（
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ａ）は半導体ウェハの薄膜化処理を示し、分図３（ｂ）はウェハ固定テープを貼合する様
子を示し、分図３（ｃ）は半導体ウェハをリングフレームに固定した状態を示す。
【図４】本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを使用する第１実施形態に
おけるマスク形成までの工程を説明する概略端面図であり、分図４（ａ）はマスク一体型
表面保護テープからマスク材層を残して基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層
体を引き剥がす様子を示し、分図４（ｂ）はマスク一体型表面保護テープのマスク材層が
剥き出しになった状態を示し、分図４（ｃ）はレーザーでストリートに相当するマスク材
層を切除する工程を示す。
【図５】本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを使用する第１実施形態に
おけるプラズマダイシングとプラズマアッシングの工程を説明する概略端面図であり、分
図５（ａ）はプラズマダイシングを行う様子を示し、分図５（ｂ）はチップに個片化され
た状態を示し、分図５（ｃ）はプラズマアッシングを行う様子を示す。
【図６】本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを使用する第１実施形態に
おけるチップをピックアップするまでの工程を説明する概略端面図であり、分図６（ａ）
はマスク材層が除去された状態を示し、分図６（ｂ）はチップをピックアップする様子を
示す。
【図７】本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを使用する第２実施形態に
おける紫外線照射処理を行う前後の状態を説明する概略端面図であり、分図７（ａ）は半
導体ウェハの表裏両面をそれぞれマスク一体型表面保護テープとウェハ固定テープとで被
覆し固定した状態を示し、分図７（ｂ）は紫外線が照射される様子を示し、分図７（ｃ）
はマスク一体型表面保護テープからマスク材層を残して基材フィルム、粘着剤層及び剥離
フィルムの積層体を引き剥がす様子を示す。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、好ましくは、半導体ウェハを
プラズマダイシングにより分割、個別化して半導体チップを得る方法に用いられる。より
詳細には、本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、半導体ウェハの裏面
研削の際に、パターン面（表面であって、回路、素子、及び／又はバンプ等が形成された
面）を保護するために、当該パターン面に貼り合わせて用いることが好ましい。
　以下に説明するように、本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを用いる
ことにより、プラズマダイシング工程に先立つフォトリソグラフィプロセスが不要となり
、半導体チップないし半導体製品の製造コストを大幅に抑えることができる。
【００１０】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、さらに好ましくは、少なくと
も下記工程（ａ）～（ｄ）を含む半導体チップの製造に用いられる。
（ａ）本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープから前記剥離ライナーを剥離
して半導体ウェハのパターン面側に貼り合せた状態で、該半導体ウェハの裏面を研削し、
研削した半導体ウェハの裏面にウェハ固定テープを貼り合わせ、リングフレームで支持固
定する工程、
（ｂ）前記マスク一体型表面保護テープから前記基材フィルムと前記粘着剤層と前記剥離
フィルムとを剥離して（すなわちマスク一体型表面保護テープから基材フィルム、粘着剤
層及び剥離フィルムの積層体を剥離して）マスク材層を表面に露出させた後、該マスク材
層のうち半導体ウェハのストリートに相当する部分をレーザーにより切断して半導体ウェ
ハのストリートを開口する工程、
（ｃ）ＳＦ６プラズマにより半導体ウェハを前記ストリートで分断して半導体チップに個
片化するプラズマダイシング工程、及び、
（ｄ）Ｏ２プラズマにより前記マスク材層を除去するアッシング工程。
【００１１】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープが適用される上記半導体チップの
製造方法は、上記工程（ｄ）の後、下記工程（ｅ）を含むことが好ましい。また下記工程
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（ｅ）を含む場合、当該工程（ｅ）の後、さらに下記工程（ｆ）を含むことが好ましい。
（ｅ）ウェハ固定テープから半導体チップをピックアップする工程
（ｆ）ピックアップした半導体チップをダイボンディング工程に移行する工程
【００１２】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、基材フィルムと、粘着剤層と
、剥離フィルムと、マスク材層と、剥離ライナーとを、この順で有する。
　本発明において、上記基材フィルムと、上記粘着剤層と、上記剥離フィルムと、上記マ
スク材層との積層体を「マスク一体型表面保護テープ」ということがある。
　また、上記基材フィルムと上記粘着剤層との積層体を「表面保護テープ」ということが
ある。すなわち、本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、表面保護テー
プの粘着剤層上に、さらに、剥離フィルム、マスク材層、及び剥離ライナーが設けられた
積層構造のテープである。
【００１３】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープにおいて、少なくともマスク材が
感圧型であることが好ましく、感圧型であってさらに放射線硬化型（すなわち、放射線照
射により硬化する特性を有すること）であることがより好ましく、マスク材が放射線硬化
型であり、粘着剤が感圧型であることがさらに好ましい。粘着剤は、感圧型かつ放射線硬
化型であってもよい。
　マスク材が放射線硬化型である場合、上記工程（ａ）と上記工程（ｂ）との間に、マス
ク一体型表面保護テープに放射線を照射して、マスク材を硬化させる工程（ａｂ）を含む
ことが好ましい。マスク材を放射線照射により硬化させて硬化マスク材層とすると、硬化
マスク材層と剥離フィルムとの層間剥離力が低下し、基材フィルム、粘着剤層及び剥離フ
ィルムの積層体をマスク材層からより剥離しやすくなる。
【００１４】
　本発明において、粘着剤層は、粘着剤組成物の塗工層を意味し、粘着剤層に含有される
粘着剤が粘着力又は凝集力を発揮している状態にある。粘着剤組成物に後述する架橋剤が
含有されている場合には、粘着剤組成物中の成分が反応して、粘着力及び凝集力を発揮し
た状態にある。また、粘着剤が放射線硬化型である場合、粘着剤層は、後述する放射線重
合性化合物又は放射線硬化型粘着剤の重合硬化していない状態にある。放射線照射による
粘着剤重合硬化後の粘着剤層を、硬化粘着剤層という。
　本発明において、マスク材層は、マスク材組成物の塗工層を意味し、マスク材層に含有
される粘着剤が粘着力又は凝集力を発揮している状態にある。マスク材組成物に後述する
架橋剤が含有されている場合には、マスク材組成物中の成分が反応して、粘着力及び凝集
力を発揮した状態にある。また、マスク材が、放射線硬化型である場合には、マスク材層
は、後述する放射線重合性化合物又は放射線硬化型粘着剤の重合硬化していない状態にあ
る。放射線照射によるマスク材重合硬化後の粘着剤層を、硬化マスク材層という。
【００１５】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを用いた半導体チップの製造方法
（以下、単に「本発明が適用される製造方法」という。）について、その好ましい実施形
態を、図面を参照して以下に説明するが、本発明は、本発明で規定されること以外は下記
実施形態に限定されるものではない。また、各図面に示される形態は、本発明の理解を容
易にするための模式図であり、各部材のサイズ、厚み、ないしは相対的な大小関係等は説
明の便宜上大小を変えている場合があり、実際の関係をそのまま示すものではない。また
、本発明で規定する事項以外はこれらの図面に示された外形、形状に限定されるものでも
ない。
【００１６】
　本発明が適用される製造方法の好ましい実施形態は、下記に示す第１及び２の実施形態
に分類することができる。
【００１７】
＜第１実施形態［図１～図６］＞
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　本発明が適用される製造方法の第１の実施形態を図１～図６を参照して説明する。
　図１に示すように、本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ１０１は、基
材フィルム３ａａ、粘着剤層３ａｂ、剥離フィルム３ａｃ、マスク材層３ｂ、及び剥離ラ
イナー３ｃを有する。剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ１０１から、剥離ライ
ナー３ｃを剥離してマスク一体型表面保護テープ３とする。このとき、剥離ライナー付マ
スク一体型表面保護テープ１０１において、剥離フィルム３ａｃとマスク材層３ｂ間の剥
離力より剥離ライナー３ｃとマスク材層３ｂ間の剥離力が小さい。
　半導体ウェハ１は、その表面Ｓに半導体素子の回路又はバンプなどが形成され凹凸を有
するパターン面２を有している（図２（ａ）参照）。このパターン面２に、基材フィルム
３ａａ、粘着剤層３ａｂ、剥離フィルム３ａｃ及びマスク材層３ｂを有するマスク一体型
表面保護テープ３を貼合し（図２（ｂ）参照）、パターン面２がマスク一体型表面保護テ
ープ３で被覆された半導体ウェハ１を得る（図２（ｃ）参照）。
　パターン面２にマスク一体型表面保護テープ３を貼合するのに際して、剥離ライナー付
マスク一体型表面保護テープ１０１から剥離ライナー３ｃを剥離する。このとき、剥離ラ
イナー付マスク一体型表面保護テープ１０１は、後述する剥離力の関係を有しているから
、マスク材層が剥離ライナーに付着して剥離フィルムから剥離することを防止できる。さ
らに、剥離ライナーを剥離しても、マスク材層の表面に剥離跡が残存しない。よって、マ
スク材層の表面は平坦になっており、後述するように、パターン面２とマスク材層との高
い密着性を実現できる（図２（ｃ））。この作用効果は、後述するように、追従性に優れ
た材料でマスク材層を形成した場合にも、同様に奏される。
　本発明において、剥離ライナーの剥離方法は、特に限定されず、公知の方法を適用でき
る。
【００１８】
　次に、半導体ウェハ１の裏面Ｂをウェハ研削装置Ｍ１で研削し、半導体ウェハ１の厚み
を薄くする（図３（ａ）参照）。その研削した裏面Ｂにはウェハ固定テープ４を貼り合わ
せて（図３（ｂ）参照）、リングフレームＦに支持固定する（図３（ｃ）参照）。
【００１９】
　半導体ウェハ１からマスク一体型表面保護テープ３の基材フィルム、粘着剤層及び剥離
フィルムの積層体３ａを剥離するとともにそのマスク材層３ｂは半導体ウェハ１に残して
（図４（ａ）参照）、マスク材層３ｂを露出させる（図４（ｂ）参照）。このとき、マス
ク一体型表面保護テープ３において、マスク材層３ｂと剥離フィルム３ａｃ間の剥離力は
、マスク材層３ｂと半導体ウェハのパターン面２との間の剥離力よりも小さい。
　マスク材層の、基材フィルムと反対側表面は、未使用時には剥離ライナーに対する剥離
力は上記関係を満たしているが、半導体ウェハに貼合後には表面Ｓに対する剥離力は逆の
関係を満たす特性を有する。
　剥離フィルム３ａｃの、マスク材層３ｂと接触する表面は後述するように剥離処理がさ
れているのに対して、パターン面２は剥離処理されていない。したがって、マスク材層は
、剥離フィルム３ａｃよりもパターン面２と強大な密着力で密着しており、その結果、上
述の剥離力の関係を満たすこととなる。
　このように、本発明では、マスク材層３ｂが接する面の状態（剥離処理の有無）等によ
って、剥離する部材との剥離力を制御し、剥離する部材を適時に選択的かつマスク材層の
形状又は表面状態を損なうことなく、剥離することができる。
　これにより、上記２つの剥離操作が可能になる。
　そして、表面Ｓの側からパターン面２に格子状等に適宜形成された複数のストリート（
図示せず）に対してＣＯ２レーザーＬを照射して、マスク材層３ｂのストリートに相当す
る部分を除去し、半導体ウェハのストリートを開口する（図４（ｃ）参照）。
【００２０】
　次に、表面Ｓ側からＳＦ６ガスのプラズマＰ１による処理を行いストリート部分で剥き
出しになった半導体ウェハ１をエッチングし（図５（ａ）参照）、個々のチップ７に分割
して個片化する（図５（ｂ）参照）、次いでＯ２ガスのプラズマＰ２によってアッシング
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を行い（図５（ｃ）参照）、表面Ｓに残ったマスク材層３ｂを取り除く（図６（ａ）参照
）。そして最後に個片化されたチップ７をピンＭ２により突き上げコレットＭ３により吸
着してピックアップする（図６（ｂ）参照）。
【００２１】
　ここで、ＳＦ６ガスを用いた半導体ウェハのＳｉのエッチングプロセスはＢＯＳＣＨプ
ロセスとも呼ばれ、露出したＳｉと、ＳＦ６をプラズマ化して生成したフッ素原子とを反
応させ、四フッ化ケイ素（ＳｉＦ４）として除去するものであり、リアクティブイオンエ
ッチング（ＲＩＥ）とも呼ばれる。一方、Ｏ２プラズマによる除去は、半導体製造プロセ
ス中ではプラズマクリーナーとしても用いられる方法でアッシング（灰化）とも呼ばれ、
有機物除去の手法の一つである。半導体デバイス表面に残った有機物残渣をクリーニング
するために行われる。プラズマ化して生成した酸素原子とマスク材成分の炭素原子とを反
応させ、二酸化炭素ガス（ＣＯ２）等として除去するものである。なお、プラズマＰ１は
マスク材層を除去できるのであれば、ＳＦ６のプラズマ以外のプラズマ（例えば、四フッ
化炭素（ＣＦ４）のプラズマ）を使用することもできる。また、Ｐ２は上記アッシングが
可能であれば、Ｏ２のプラズマ以外のプラズマを使用することもできる。
【００２２】
＜第２実施形態［図７］＞
　本実施形態では第１実施形態における基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層
体３ａを剥離する工程の前に、マスク一体型表面保護テープ３に紫外線等の放射線を照射
してマスク材層を硬化させる工程（ａｂ）を含む点で第１実施形態と異なる。その他の工
程は第１実施形態と同じである。
【００２３】
　即ち、半導体ウェハ１の表面Ｓ側にはマスク一体型表面保護テープ３を貼合し、半導体
ウェハ１の研削した裏面Ｂ側にはウェハ固定テープ４を貼合し、リングフレームＦに支持
固定した（図３（ｃ）、図７（ａ）参照）後、表面Ｓ側からマスク一体型表面保護テープ
３に向けて紫外線ＵＶを照射する（図７（ｂ）参照）。そして、マスク一体型表面保護テ
ープ３のマスク材層３ｂを硬化させた後、基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積
層体３ａを取り除いて（図７（ｃ）参照）マスク材層３ｂを剥き出しにする。そしてレー
ザーＬによりストリートに相当する部分のマスク材層３ｂを切除する工程に移る。
　本実施形態においては、上述のように、剥離力の適時変更に加えて、積層体３ａを剥離
する前に、マスク材層を硬化マスク材層とする。これにより、硬化マスク材層により剥離
力をさらに低下させ、上述の剥離力による選択的剥離性を補強することができる。よって
、第２実施形態に用いる、本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、本発
明の効果をさらに高い水準で実現できる。
【００２４】
　本実施形態で用いる剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、第１実施形態で示
した剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ１０１の中でも紫外線等の放射線で硬化
可能な材質をマスク材層３ｂに用いたものである。
　マスク材層３ｂを紫外線等の放射線で硬化させることにより、マスク材層の表面状態を
より良い状態で維持して、基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体３ａとマス
ク材層３ｂとの剥離ができる。
【００２５】
　以下、上記第１実施形態及び第２実施形態に用いる材料等について合せて説明する。
　なお、これらの実施形態に用いる装置及び材料等は、特に断りのない限り、従来から半
導体ウェハの加工に用いられている通常の装置及び材料等を使用することができ、その使
用条件も通常の使用方法の範囲内で目的に応じて適宜に設定、好適化することができる。
また、各実施形態で共通する材質、構造、方法、効果などについては重複記載を省略する
。
【００２６】
　下記で説明する材料は、本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ全てに適
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用可能な材料であり、剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを上記方法に用いる場
合に限定して適用される材料ではない。
【００２７】
　半導体ウェハ１は、片面にパターン面２を有するシリコンウェハなどであり、パターン
面２は、半導体素子の回路などが形成された面であって、平面視においてストリートを有
する。
【００２８】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ１０１は、基材フィルム３ａａ上
に粘着剤層３ａｂが設けられ、粘着剤層３ａｂ上に剥離フィルム３ａｃが設けられ、剥離
フィルム３ａｃ上にマスク材層３ｂが設けられ、さらにマスク材層３ｂ上に剥離ライナー
３ｃが設けられた構成を有し、パターン面２を保護する機能を有する。即ち、後工程の工
程（ａ）での半導体ウェハの裏面の研削工程（以下、ウェハ薄膜化工程ともいう）ではパ
ターン面２で半導体ウェハ１を支持して半導体ウェハの裏面が研削されるため、マスク一
体型表面保護テープ３はこの研削時の負荷に耐える必要がある。そのため、マスク一体型
表面保護テープ３は単なるレジスト膜等とは異なり、パターン面の凹凸を吸収するだけの
厚みがあって、その押圧抵抗は低く、また研削時のダストや研削水などの浸入が起こらな
いようにウェハ表面に密着できるだけの密着性が高いものである。
【００２９】
　基材フィルム３ａａは、プラスチックやゴム等からなり、例えばポリエチレン（低密度
ポリエチレン（ＬＤＰＥ）を含む）、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン共重合体等
のポリオレフィン樹脂、ポリブテン－１、ポリ－４－メチルペンテン－１、エチレン－酢
酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、エチレン－アクリル酸共重合体、アイオノマー等のα－オ
レフィンの単独重合体又は共重合体、あるいはこれらの混合物、ポリエチレンテレフタレ
ート、ポリエチレンナフタレート、ポリフェニレンサルファイド、ポリエーテルイミド、
ポリイミド、ポリカーボネート、ポリメチルメタクリレート、ポリウレタン、スチレン－
エチレン－ブテン－もしくはペンテン系共重合体等の単体もしくは２種以上を混合させた
もの、さらにこれらにこれら以外の樹脂や充填材、添加剤等が配合された樹脂組成物をそ
の材質として挙げることができ、要求特性に応じて任意に選ぶことができる。
【００３０】
　基材フィルム３ａａは、単層構造であっても複層構造であってもよい。
　基材フィルム３ａａは、ポリオレフィン樹脂からなる層を有することが好ましい。この
場合において、基材フィルム３ａａはポリオレフィン樹脂層からなる単層でもよいし、ポ
リオレフィン樹脂層と他の樹脂層とからなる２層又はそれ以上の複層構造であってもよい
。例えば、低密度ポリエチレンからなる層とエチレン－酢酸ビニル共重合体からなる層の
積層体や、ポリプロピレンからなる層とポリエチレンテレフタレートからなる層の積層体
が挙げられる。また、ポリエチレンテレフタレート及びポリエチレンナフタレートは好適
な材質の一つである。
　後述するように、薄膜化工程後に、基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体
を剥離するが、この際、ヒートシールを基材フィルム背面に加熱ラミネートにより貼り付
けて引き剥がすのが一般的である。ヒートシールとの密着性の観点から、基材フィルムの
、粘着剤層とは反対側の面の材質は、低密度ポリエチレン又はエチレン－酢酸ビニル共重
合体であることが好ましい。すなわち、基材フィルムが、単層構造である場合には、基材
フィルムの材質が、低密度ポリエチレン又はエチレン－酢酸ビニル共重合体であることが
好ましく、また、基材フィルム３ａａが複層構造である場合には、粘着剤層に接する面の
反対側の層の材質が低密度ポリエチレン又はエチレン－酢酸ビニル共重合体であることが
好ましい。
【００３１】
　基材フィルム３ａａの厚さは、強度特性、伸度特性、及び放射線透過性の観点から２０
～２００μｍが好ましく、５０～１７０μｍがより好ましく、８０～１６０μｍが特に好
ましい。
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【００３２】
　これらの基材フィルム３ａａは、一般的な押出し法を用いて製造できる。基材フィルム
３ａａを種々の樹脂を積層して得る場合には、共押出し法、ラミネート法などで製造され
る。この際、通常のラミネートフィルムの製法に於いて普通に行われている様に、樹脂と
樹脂の間に接着層を設けても良い。
【００３３】
　マスク一体型表面保護テープをウェハ薄膜化工程の負荷に耐えるものとするために、粘
着剤層３ａｂは、ウェハ薄膜化工程においては剥離フィルム３ａｃ及び基材フィルム３ａ
ａとの密着性が高いことが好ましい。一方、ウェハ薄膜化工程後においては、基材フィル
ム３ａａと剥離フィルム３ａｃとともにマスク材層と剥離されるために、粘着剤層３ａｂ
は、基材フィルム３ａａ及び剥離フィルム３ａｃとの密着力が高いことが好ましい（剥離
性が低いことが好ましい）。
【００３４】
　粘着剤層３ａｂに含有される粘着剤について、特に指定はないが、汚染性等の観点から
アクリル系粘着剤が好ましい。ここで、アクリル系粘着剤とは、（メタ）アクリル系重合
体、あるいは（メタ）アクリル系重合体と架橋剤との混合物を意味する。
　（メタ）アクリル系重合体とは、（メタ）アクリル酸エステルを構成成分として有する
重合体もしくは共重合体、あるいはこれらの混合物を意味する。これらの重合体もしくは
共重合体の質量平均分子量は、通常は３０万～１００万程度である。上記（メタ）アクリ
ル系重合体の全モノマー成分中、（メタ）アクリル酸エステル成分の割合は７０モル％以
上が好ましく、８０モル％以上がより好ましく、９０モル％以上がさらに好ましい。また
、（メタ）アクリル系重合体の全モノマー成分中、（メタ）アクリル酸エステル成分の割
合が１００モル％でない場合、残部のモノマー成分は（メタ）アクリロイル基を重合性基
として重合した形態で存在するモノマー成分（（メタ）アクリル酸等）であることが好ま
しい。また、（メタ）アクリル系重合体の全モノマー成分中、後述する架橋剤と反応する
官能基（例えばヒドロキシ基）を有する（メタ）アクリル酸エステル成分の割合は、１モ
ル％以上が好ましく、２モル％以上がより好ましく、５モル％以上がより好ましく、１０
モル％以上がより好ましい。また当該（メタ）アクリル酸エステル成分の割合は３５モル
％以下が好ましく、２５モル％以下がより好ましい。
　上記（メタ）アクリル酸エステル成分は、（メタ）アクリル酸アルキルエステル（アル
キル（メタ）アクリレートともいう）であることが好ましい。この（メタ）アクリル酸ア
ルキルエステルを構成するアルキル基の炭素数は、１～２０が好ましく、１～１５がより
好ましく、１～１２がさらに好ましい。
　粘着剤層３ａｂ中の（メタ）アクリル系重合体の含有量（架橋剤と反応する前の状態に
換算した含有量）は８０質量％以上が好ましく、９０質量％以上がより好ましく、９５～
９９．９質量％がより好ましい。
【００３５】
　架橋剤は、（メタ）アクリル系重合体が有する官能基と反応させて粘着力及び凝集力を
発揮させるために用いられる。例えば、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチ
ル）シクロヘキサン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）トルエン、１
，３－ビス（Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアミノメチル）ベンゼン、Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ’－テトラ
グリシジル－ｍ－キシレンジアミン、エチレングリコールジグリシジルエーテル、テレフ
タル酸ジグリシジルエステルアクリレートなどの分子中に２個以上のエポキシ基を有する
エポキシ化合物（以下、「エポキシ系架橋剤」ともいう。）、２，４－トリレンジイソシ
アネート、２，６－トリレンジイソシアネート、１，３－キシリレンジイソシアネート、
１，４－キシレンジイソシアネート、ジフェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート、
ヘキサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート及びこれらのアダクトタ
イプなどの分子中に２個以上のイソシアネート基を有するイソシアネート化合物（以下、
「イソシアネート系架橋剤」ともいう。）、テトラメチロール－トリ－β－アジリジニル
プロピオネート、トリメチロール－トリ－β－アジリジニルプロピオネート、トリメチロ
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ールプロパン－トリ－β－アジリジニルプロピオネート、トリメチロールプロパン－トリ
－β－（２－メチルアジリジン）プロピオネート、トリス－２，４，６－（１－アジリジ
ニル）－１，３，５－トリアジン、トリス〔１－（２－メチル）－アジリジニル〕ホスフ
ィンオキシド、ヘキサ〔１－（２－メチル）－アジリジニル〕トリホスファトリアジンな
どの分子中に２個以上のアジリジニル基を有するアジリジン化合物（アジリジン系架橋剤
）等が挙げられる。
　架橋剤の添加量は、所望の粘着力に応じて設定すればよく、（メタ）アクリル系重合体
１００質量部に対して０．１～５．０質量部が適当である。
【００３６】
　粘着剤層３ａｂには、非放射線硬化型である、いわゆる感圧型の粘着剤が好適に用いら
れる。この感圧型の粘着剤としては、上述した、（メタ）アクリル系重合体と架橋剤との
混合物を好適に用いることができる。
【００３７】
　上記粘着剤層３ａｂは、後述の放射線重合性化合物からなる粘着剤、又は放射線硬化型
粘着剤であってもよい（すなわち、放射線硬化型の粘着剤層としてもよい）。
　上記粘着剤層３ａｂは、さらに従来公知の粘着付与剤、軟化剤、酸化防止剤等を含有し
ていてもよい。
【００３８】
　上記粘着剤層３ａｂとして、特開２０１４－１９２２０４号公報の段落番号００３６～
００５５に記載されている形態を採用することも好ましい。
【００３９】
　粘着剤層３ａｂの厚さは、パターン面２に形成された素子等の保護能をより高める観点
から、５～１００μｍが好ましい。
【００４０】
　粘着剤層の形成方法は、特に限定されず、通常の方法を採用できる。例えば、粘着剤組
成物を調製し、粘着剤組成物を塗布及び乾燥（例えば、加熱乾燥）して形成することがで
きる。
　粘着剤組成物は、アクリル系粘着剤、アクリル系粘着剤と放射線重合性化合物からなる
粘着剤、又は放射線硬化型粘着剤に、必要に応じて通常用いられる溶剤等を加えて調製す
ることができる。
【００４１】
　剥離フィルム３ａｃの材質は特に限定されず、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロ
ピレンなどを用いることができる。
　剥離フィルム３ａｃは、片側に剥離処理面を有する。剥離処理としては、シリコーン系
やフッ素系離型剤等をフィルム上に塗布するのが一般的である。ここで、離型剤の種類や
塗布する厚さ、塗布方式などを調整すると、マスク材層と剥離フィルム間の剥離力とマス
ク材層と剥離ライナー間の剥離力の関係を所定の状態にすることができる。
　剥離フィルム３ａｃは、剥離処理面でマスク剤層と接するように配置される。
　剥離フィルム３ａｃの、剥離処理面と反対側の面は、密着処理されていることが好まし
い。密着処理されることで、粘着剤層と剥離フィルム間の密着性が向上し、マスク材層の
みが選択的に剥離される手助けとなる。密着処理としては、コロナ処理が挙げられる。
【００４２】
　剥離フィルムの引張弾性率は、１．５ＧＰａ以上が好ましい。引張弾性率が１．５ＧＰ
ａ以上であると、薄膜研削後の半導体ウェハ自体の反りを抑制し、ハンドリングエラーを
より低減できる。引張弾性率は、ＪＩＳ　Ｋ　７１２７により、試験速度３００ｍｍ／ｍ
ｉｎで測定することができる。上記引張弾性率は、剥離フィルムの材料の選択、厚さの選
択等により適宜設定することができる。
　剥離フィルムの厚さは、２５～７５μｍが好ましい。厚さがこの範囲内にあると、半導
体ウェハ自体の反りを抑制でき、また剥離フィルムの剥離力が大きくなりすぎることによ
るチップ破壊を抑制できる。
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【００４３】
　剥離フィルムの製造方法は、特に限定されず、通常の方法を採用できる。例えば、塗布
、により製造することができる。また、市販品を使用することもできる。
【００４４】
　マスク材層３ｂは、ＳＦ６プラズマに対して耐性があり、レーザー切断、Ｏ２プラズマ
によりマスク材を除去できることが求められる。また、パターン面の凹凸を吸収してパタ
ーン面との密着性を高め、パターン面を保護する役割を担う。剥離ライナー付マスク一体
型表面保護テープから、マスク材層の表面状態を維持して剥離ライナーを剥離するために
、剥離フィルムとマスク材層間の密着性は剥離ライナーとマスク材層間の密着性より大き
い（剥離性が低い）。マスク一体型表面保護テープをウェハ薄膜化工程の負荷に耐えるも
のとするために、マスク材層３ｂは、ウェハ薄膜化工程においては剥離フィルム３ａｃと
の密着性が高いことが好ましい。一方、ウェハ薄膜化工程後においては、ウェハ表面にマ
スク材層を露出して基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体を剥離するために
、マスク材層と剥離フィルムとの密着性は、マスク材層と半導体ウェハとの密着性に対し
て低いことが好ましい（剥離性が高いことが好ましい）。かかる特性をより高いレベルで
実現するために、マスク材層３ｂには放射線硬化型粘着剤を採用することが好ましい。マ
スク材層３ｂを放射線硬化型粘着剤層とすることにより、放射線照射によってマスク材が
重合硬化して粘着力が低下するため、ウェハ薄膜化工程後にマスク材層３ｂに放射線を照
射することにより剥離フィルム３ａｃとの強固な密着性が解かれて剥離フィルム３ａｃか
ら簡単に剥離することが可能となる（この具体的実施形態は後述する）。
　本明細書において「放射線」とは紫外線のような光線や電子線のような電離性放射線の
双方を含む意味に用いる、本発明に用いる放射線は紫外線が好ましい。
【００４５】
　マスク材層は、上述の粘着剤層に用いうるアクリル系粘着剤、上述の粘着剤層に用いう
るアクリル系粘着剤と後述の放射線重合性化合物とからなる粘着剤、又は放射線硬化型粘
着剤を含有することが好ましく、上述のアクリル系粘着剤と後述の放射線重合性化合物か
らなる粘着剤、又は放射線硬化型粘着剤を含有することがより好ましい。ここで、マスク
材層３ｂが（メタ）アクリル系粘着剤を含有するとは、（メタ）アクリル系重合体が架橋
剤と反応した状態で存在する形態を含む意味である。
【００４６】
　マスク材層には、非放射線硬化型である、いわゆる感圧型の粘着剤が好適に用いられる
。この感圧型の粘着剤としては、上述の粘着剤層に用いうる（メタ）アクリル系重合体と
架橋剤との混合物を好適に用いることができる。（メタ）アクリル系重合体と架橋剤の好
ましい例も同様である。
　また、マスク材層は、第２実施態様の場合は、放射線硬化型であることが好ましい。放
射線硬化型である粘着剤としては、上述のアクリル系粘着剤と後述の放射線重合性化合物
からなる粘着剤、又は放射線硬化型粘着剤を好適に用いることができる。
【００４７】
　上述の、アクリル系粘着剤と放射線重合性化合物からなる粘着剤について説明する。
　マスク材層に用いるアクリル系粘着剤の好ましい範囲等は、上述の粘着剤層に用いうる
アクリル系粘着剤と同じである。
　上記放射線重合性化合物としては、放射線の照射によって重合しうる、分子内に光重合
性炭素－炭素二重結合を少なくとも２個以上有する低分子量化合物が広く用いられる。具
体的には、トリメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラア
クリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアク
リレート、ジペンタエリスリトールモノヒドロキシペンタアクリレート、ジペンタエリス
リトールヘキサアクリレート、１，４－ブチレングリコールジアクリレート、１，６－ヘ
キサンジオールジアクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレートや、オリゴエス
テルアクリレート等のアクリレート系化合物を広く適用可能である。
【００４８】
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　また、上記アクリレート系化合物のほかに、ウレタンアクリレート系オリゴマーを用い
ることもできる。ウレタンアクリレート系オリゴマーは、ポリエステル型又はポリエーテ
ル型などのポリオール化合物と、多価イソシアナート化合物（例えば、２，４－トリレン
ジイソシアナート、２，６－トリレンジイソシアナート、１，３－キシリレンジイソシア
ナート、１，４－キシリレンジイソシアナート、ジフェニルメタン４，４－ジイソシアナ
ートなど）を反応させて得られる末端イソシアナートウレタンプレポリマーに、ヒドロキ
シ基を有するアクリレートあるいはメタクリレート（例えば、２－ヒドロキシエチルアク
リレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレート、２－ヒドロキシプロピルアクリレート
、２－ヒドロキシプロピルメタクリレート、ポリエチレングリコールアクリレート、ポリ
エチレングリコールメタクリレートなど）を反応させて得られる。
【００４９】
　放射線硬化型粘着剤中のアクリル系粘着剤と放射線重合性化合物との配合比としては、
アクリル系粘着剤１００質量部に対して放射線重合性化合物を５０～２００質量部、好ま
しくは５０～１５０質量部の範囲で配合されるのが望ましい。この配合比の範囲である場
合、放射線照射後にマスク材層の粘着力を大きく低下させることが可能となる。
【００５０】
　上述の放射線硬化型粘着剤について説明する。
　放射線硬化型粘着剤として、上記（メタ）アクリル系重合体自体を放射線重合性とした
、放射線重合性（メタ）アクリル系重合体を用いることも好ましい。この場合において、
放射線硬化型粘着剤は架橋剤を含んでいてもよい。架橋剤としては、粘着剤層に用いうる
架橋剤を使用することができる。
　放射線重合性（メタ）アクリル系重合体は、重合体の分子中に、放射線、特に紫外線照
射で重合反応することが可能な反応性の基を有する重合体である。このような反応性の基
としては、エチレン性不飽和基すなわち、炭素－炭素二重結合（エチレン性不飽和結合）
を有する基が好ましい。かかる基の例として、ビニル基、アリル基、スチリル基、（メタ
）アクリロイルオキシ基、（メタ）アクリロイルアミノ基などが挙げられる。
　上記反応性基の重合体中への導入は、例えば、ヒドロキシ基を有する重合体と、ヒドロ
キシ基と反応する基（例えば、イソシアネート基）を有し、かつ上記反応性基を有する化
合物〔（代表的には、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルイソシアネート〕とを反応
させることにより行うことができる。
　マスク材層３ｂを構成する、側鎖にエチレン性不飽和結合を有する（メタ）アクリル系
重合体を構成するモノマー成分中には、アルコール部の炭素数が８～１２の（メタ）アク
リル酸アルキルエステル成分が含まれることが好ましい。側鎖にエチレン性不飽和結合を
有する（メタ）アクリル系重合体を構成するモノマー成分中、アルコール部の炭素数が８
～１２の（メタ）アクリル酸アルキルエステル成分の割合は、４５～８５モル％が好まし
く、５０～８０モル％がより好ましい。
　ここで、（メタ）アクリル酸アルキルエステル成分の「アルコール部」とは、エステル
結合を形成しているアルコールに由来する構造を意味する（これに対し、（メタ）アクリ
ル酸アルキルエステル成分中、（メタ）アクリル酸由来の構造を酸部と呼ぶ）。例えば、
（メタ）アクリル酸アルキルエステル成分が２－エチルヘキシルアクリレート成分である
場合、アルコール部は２－エチルヘキサノール由来の構造、酸部はアクリル酸由来の構造
であり、アルコール部の炭素数は８となる。また、（メタ）アクリル酸アルキルエステル
成分がラウリルアクリレート成分である場合、アルコール部は１－ドデカノール由来の構
造、酸部はアクリル酸由来の構造であり、アルコール部の炭素数は１２となる。
【００５１】
　また、放射線によりマスク材層３ｂを重合硬化させる場合には、放射線重合開始剤、例
えばイソプロピルベンゾインエーテル、イソブチルベンゾインエーテル、ベンゾフェノン
、ミヒラーズケトン、クロロチオキサントン、ベンジルメチルケタール、α－ヒドロキシ
シクロヘキシルフェニルケトン、２－ヒドロキシメチルフェニルプロパン等を用いること
ができる。これらのうち少なくとも１種類をマスク材層に添加することにより、効率よく
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重合硬化を進行させることができる。
【００５２】
　上記マスク材層３ｂは、さらに光増感剤、従来公知の粘着付与剤、軟化剤、酸化防止剤
等を含有していてもよい。
【００５３】
　上記マスク材層３ｂとして、特開２０１４－１９２２０４号公報の段落番号００３６～
００５５に記載されている形態を採用することも好ましい。
【００５４】
　また、マスク材層３ｂはフッ素系離型剤を含有することも好ましい。フッ素系離型剤と
しては、例えば、メガファック（商品名、ＤＩＣ株式会社製）を挙げることができる。
【００５５】
　マスク材層の２５℃における貯蔵弾性率は、１０万Ｐａ未満が好ましく、８万Ｐａ未満
が特に好ましい。貯蔵弾性率が、１０万Ｐａ未満であると、凹凸面があるウェハに対して
、隙間なくマスク材が密着可能になるので好ましい。
　貯蔵弾性率は、以下の方法により測定することができる。
　貯蔵弾性率については、ずり方式の粘弾性装置（レオメトリックス製、ＡＲＥＳ）によ
り、周波数１Ｈｚ、２５℃の条件で測定することができる。試験片は、マスク剤層を積層
して、厚さ約２ｍｍ、直径８ｍｍの円筒形にしたものを用いる。
　貯蔵弾性率は、粘着剤の種類、粘着剤に含有する成分の種類、含有量等で設定できる。
【００５６】
　また、マスク材層３ｂの厚みは、貼合する半導体ウェハのパターン面の凹凸の高さより
大きいことが好ましい。半導体ウェハに十分に追従しないと、空気がマスク材層と半導体
ウェハ間に残ってしまい、プラズマ処理の真空工程時にマスクが破壊されることがある。
また、半導体ウェハに十分に追従しないと、半導体ウェハが研削水により汚染されて、歩
留まりの低下につながることがある。
　マスク材層の厚さは、特に制限されないが、半導体ウェハのパターン面の凹凸の最大高
さ＋（０～５０）μｍが好ましく、最大高さ＋（０～３０）μｍがより好ましく、さらに
最大高さ＋（０～１０）μｍが好ましい。
　パターン面の凹凸の最大高さは特に制限されないが、５０μｍ以上が好ましい。
　本発明の説明において、凹凸の最大高さとは、凸部のうちの最高部からウェハ表面まで
の距離、及び凹部のうちの最深部から半導体ウェハ表面までの距離のうちの、最大値を意
味する。
【００５７】
　マスク材層のマスク材は、基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体をマスク
材層から表面状態を維持して選択的に剥離する観点から、放射線硬化型が好ましく、紫外
線硬化型がより好ましい。
【００５８】
　マスク材層の形成方法は、特に限定されず、通常の方法を採用できる。例えば、マスク
材組成物を調製し、マスク材組成物を塗布及び乾燥（加熱乾燥を含む）して形成すること
ができる。
　マスク材組成物は、上記のアクリル系粘着剤、上述のアクリル系粘着剤と後述の放射線
重合性化合物からなる粘着剤、又は上述の放射線硬化型粘着剤に、必要に応じて通常用い
られる溶剤等を加えて調製することができる。
【００５９】
　剥離ライナーの材質は特に限定されず、ポリエチレンテレフタレート、ポリプロピレン
などを用いることができる。
　剥離ライナーは、片面に剥離処理面を有する。剥離処理としては、上述の剥離フィルム
と同様の処理が挙げられる。剥離ライナーは、剥離処理面でマスク剤層と接するように配
置される。ここで、離型の種類や塗布する厚さ、塗布方式などを調整すると、マスク材層
と剥離ライナー間の剥離力とマスク材層と剥離フィルム間の剥離力の関係を所定の状態に
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することができる。
　剥離ライナーの厚さは、２５～５０μｍが好ましい。
【００６０】
　剥離ライナーの製造方法は、特に限定されず、通常の方法を採用できる。例えば、塗布
、により形成することができる。また、市販品を使用することもできる。
【００６１】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープの各層間の剥離力について説明す
る。
（剥離ライナー剥離前）
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープにおいて、剥離フィルム３ａｃと
マスク材層３ｂ間の剥離力（Ｐ１）より剥離ライナー３ｃとマスク材層３ｂ間の剥離力（
Ｐ２）が小さい（Ｐ１＞Ｐ２）。これらの剥離力を上記関係とすることにより、剥離ライ
ナー付マスク一体型表面保護テープから、マスク材層３ｂの表面状態を維持して、剥離ラ
イナー３ｃを剥離することができる。
　剥離フィルム３ａｃとマスク材層３ｂ間の剥離力（Ｐ１）と剥離ライナー３ｃとマスク
材層３ｂ間の剥離力（Ｐ２）の差（Ｐ１－Ｐ２）は、剥離ライナー３ｃを剥離した際に、
マスク材層表面をその表面状態を維持して露出できれば特に限定されない。上記剥離力の
差は、０．０１Ｎ／２５ｍｍ以上が好ましい。
　剥離力は、２３℃、５０％ＲＨの条件下、剥離角度９０度、剥離速度５０ｍｍ／ｍｉｎ
で測定する。その他の条件は、ＪＩＳ　Ｚ　０２３７を参照することができる。
　マスク材層３ｂと剥離フィルム３ａｃ間の剥離力（Ｐ１）は、０．０２Ｎ／２５ｍｍ以
上、１．０Ｎ／２５ｍｍ未満が好ましい。剥離力（Ｐ１）が、０．０２Ｎ／２５ｍｍ以上
であれば、剥離ライナー３ｃを剥離する際、剥離ライナー３ｃとマスク材層３ｂ間で選択
的に剥離しやすい。また、１．０Ｎ／２５ｍｍ未満であれば、後述する基材フィルム、粘
着剤層及び剥離フィルムの積層体を剥離する際、マスク材層の表面状態を維持してマスク
材層３ｂを半導体ウェハに残すことができる。
【００６２】
（基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体の剥離時）
　マスク材層３ｂと剥離フィルム３ａｃ間の剥離力（Ｐ１）は、マスク材層３ｂと半導体
ウェハのパターン面２との間の剥離力（Ｐ３）よりも小さい（Ｐ１＜Ｐ３）。
　このような関係とすることで、工程（ｂ）においてマスク一体型表面保護テープから、
マスク材層３ｂの表面状態を維持して露出させて、基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィ
ルムの積層体を剥離することができる。
　剥離力は、上述の方法で測定することができる。
【００６３】
（第２実施形態においてマスク材が放射線硬化型の場合）
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープが、マスク材層３ｂに放射線硬化
型粘着剤を用いており、ウェハ薄膜化工程後、放射線照射によりマスク材層３ｂを硬化さ
せる場合には、放射線照射による硬化前には、マスク材層３ｂと剥離フィルム３ａｃ間の
剥離力（Ｐ１）とマスク材層３ｂと半導体ウェハのパターン面２との間の剥離力（Ｐ３）
の関係は第１実施形態と異なっていてもよい。例えば、放射線照射による硬化前において
、マスク材層３ｂと半導体ウェハのパターン面２との間の剥離力（Ｐ３）、及び、マスク
材層３ｂと剥離フィルム３ａｃ間の剥離力（Ｐ１）が０．２Ｎ／２５ｍｍ以上であること
が好ましい。そして、放射線照射によるマスク材層３ｂの硬化後においては、マスク材層
３ｂと剥離フィルム３ａｃ間の剥離力（Ｐ１）とマスク材層３ｂと半導体ウェハのパター
ン面２との間の剥離力（Ｐ３）の関係は第１実施形態における関係になる。例えば、硬化
マスク材層と剥離フィルム３ａｃ間の剥離力が、硬化マスク材層と半導体ウェハのパター
ン面２との間の剥離力よりも低くなることが好ましい。
　ここで、上記剥離力の測定において、紫外線を照射した場合を例にとると、紫外線照射
条件は、紫外線を積算照射量５００ｍＪ／ｃｍ２となるように、マスク一体型表面保護テ
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ープ全体に、当該テープの基材フィルム側から照射することをいう。紫外線照射には高圧
水銀灯を用いる。
　剥離力は、上述の方法で測定することができる。
【００６４】
　マスク一体型表面保護テープ（剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープから剥離ラ
イナーを除いた積層体）の引張弾性率は、１ＧＰａ以上が好ましい。引張弾性率が１ＧＰ
ａ以上であると、ウェハ薄膜化工程後に半導体ウェハ自体の反りを抑制し、ハンドリング
エラーをより低減できる。
　引張弾性率は、ＪＩＳ　Ｋ　７１２７により、試験速度を３００ｍｍ／ｍｉｎとして測
定することができる。
【００６５】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、バンプ付半導体ウェハに用い
ることができる。上記剥離力の適時変更が可能となり、さらには硬化マスク材層の採用可
能な本発明においては、これらの作用機能を損なうことなく、マスク材層をやわらかい材
料（貯蔵弾性率の低い材料）で形成することができる。この場合には、剥離ライナー付マ
スク一体型表面保護テープは以下の特徴を有することが好ましい。
　バンプ付半導体ウェハへの対応の観点からは、マスク材層３ｂの厚さは、パンプ高さよ
り厚いことが好ましい。バンプ付半導体ウェハには、最大高さ２５０μｍといったバンプ
を有するものもあり、さらにパンプ密度が高いものもある。貯蔵弾性率を１０万Ｐａ未満
とすることにより、パターン面に密着してウェハ薄膜化工程において空気や研削水の浸入
を防ぎ、また、プラズマダイシング時にはマスク材層を、表面状態を維持して露出させて
マスクとすることができる。
【００６６】
　ウェハ固定テープ４は、半導体ウェハ１を保持し、プラズマダイシング工程にさらされ
ても耐えうるプラズマ耐性が必要である。またピックアップ工程においては良好なピック
アップ性や場合によってはエキスパンド性等も要求されるものである。また一般的にダイ
シングテープと称される従来のプラズマダイシング方式で利用される公知のダイシングテ
ープを用いることができる。また、ピックアップ後のダイボンディング工程への移行を容
易にするために、粘着剤層と基材フィルムとの間にダイボンディング用接着剤を積層した
ダイシングダイボンディングテープを用いることもできる。
【００６７】
　マスク材層３ｂを切断するレーザー照射には、紫外線又は赤外線のレーザー光を照射す
るレーザー照射装置を用いることができる。このレーザー照射装置は、半導体ウェハ１の
ストリートに沿って移動自在にレーザー照射部が配設されており、マスク材層３ｂを除去
するために適切に制御された出力のレーザーを照射できる。なかでもＣＯ２レーザーは数
Ｗ～数十Ｗの大出力を得ることが可能であり、本発明に好適に利用できる。
【００６８】
　ウェハの切断のためのプラズマダイシング及びマスク材層除去のためのプラズマアッシ
ングを行うには、通常のプラズマエッチング装置を用いることができる。プラズマエッチ
ング装置は、半導体ウェハ１に対してドライエッチングを行い得る装置であって、真空チ
ャンバ内に密閉処理空間をつくり、高周波側電極に半導体ウェハ１が載置され、その高周
波側電極に対向して設けられたガス供給電極側からプラズマ発生用ガスが供給されるもの
が好ましい。高周波側電極に高周波電圧が印加されればガス供給電極と高周波側電極との
間にプラズマが発生するため、このプラズマを利用する。発熱する高周波側電極内には冷
媒を循環させて、プラズマの熱による半導体ウェハ１の昇温を防止するのが好ましい。
【００６９】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープによれば、プラズマダイシングに
おけるマスク付与機能を有するため、従来のプラズマダイシングプロセスで用いられてい
たレジストを設けるためのフォトリソグラフィ工程等が不要となる。また、マスクの形成
に、印刷や転写等の高度な位置合せが要求される技術が不要で簡単に半導体ウェハ表面に
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貼合でき、レーザー装置により簡単にマスクを形成できる。
　また、マスク材層３ｂをプラズマアッシングにより除去できるため、プラズマダイシン
グを行う装置と同じ装置でマスク部分の除去ができる。加えてパターン面２側（表面Ｓ側
）からプラズマダイシングを行うため、ピッキング作業前にチップの上下を反転させる必
要がない。これらの理由から設備を簡易化でき、プロセスコストを大幅に抑えることがで
きる。
【００７０】
　また、各層の剥離力の関係が調整されており、マスク材層を必要に応じて糊残りなく露
出でき、作業効率を高めることができる。
　さらに、本発明剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、バンプ付半導体ウェハ
を用いる半導体チップの製造にも適用できる。しかも、本発明の剥離ライナー付マスク一
体型表面保護テープのマスク材層をバンプを含むパターン面によく追従する構成とするこ
とができるので、パンプ付半導体ウェハの割れ、半導体ウェハの厚み精度の悪化等を抑制
しつつウェハ薄膜化工程を効率よく行うことができる。
【００７１】
　上記各実施形態は本発明の一例であり、こうした形態に限定されるものではなく、本発
明の趣旨に反しない限度において、各プロセスにおける公知のプロセスの付加や削除、変
更等を行い得るものである。
【実施例】
【００７２】
　以下、実施例に基づき本発明をさらに詳細に説明するが、本発明はこれに限定されるも
のでない。
【００７３】
［実施例１］　剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープの作製、半導体チップの製造
＜剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープの作製＞
　下記の手順により、図１に示される剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを製造
した。
１）粘着剤組成物Ａの作成
　メタクリル酸１．０ｍｏｌ％、２－エチルヘキシルアクリレート７８ｍｏｌ％、２－ヒ
ドロキシエチルアクリレート２１ｍｏｌ％を混合し、溶液中で重合することにより質量平
均分子量７０万の（メタ）アクリル系重合体溶液を得た。
　この（メタ）アクリル系重合体溶液に該重合体１００質量部に対して、架橋剤としてコ
ロネートＬ（日本ポリウレタン工業株式会社製、イソシアネート系架橋剤）を２．０質量
部配合し粘着剤組成物Ａを得た。
【００７４】
２）マスク材組成物Ａの作成
　メタクリル酸１．０ｍｏｌ％、２－エチルヘキシルアクリレート７８ｍｏｌ％、２－ヒ
ドロキシエチルアクリレート２１ｍｏｌ％を混合し、溶液中で重合することにより質量平
均分子量７０万の（メタ）アクリル系重合体溶液を得た。
　得られた（メタ）アクリル系重合体溶液に２－メタクリロイルオキシエチルイソシアネ
ート（商品名：カレンズＭＯＩ、昭和電工株式会社製）を添加して、（メタ）アクリル系
重合体と反応させることで以下の物性の放射線重合性（メタ）アクリル系重合体溶液を得
た。（質量平均分子量：７０万、二重結合量：０．９０ｍｅｑ／ｇ、水酸基価：３３．５
ｍｇＫＯＨ／ｇ、酸価：５．５ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｔｇ：－６８℃）
　得られた放射線重合性（メタ）アクリル系重合体溶液に該重合体１００質量部に対して
、架橋剤としてコロネートＬを０．２５質量部、放射線重合開始剤としてイルガキュア１
８４（ＢＡＳＦ社製）を５．０質量部配合し、マスク材組成物Ａを得た。
【００７５】
３）剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープの作製
　上記粘着剤組成物Ａを剥離ライナー（商品名：Ｅ７００６、厚さ：２５μｍ、東洋紡株
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式会社製、片面に剥離処理面を有する）の剥離処理面上に乾燥後の厚さが３０μｍとなる
ように塗工し、形成された粘着剤層を厚さ１００μｍのＬＤＰＥ（低密度ポリエチレン）
基材フィルムに貼り合せ、室温（２５℃）で放置し、厚さ１５５μｍの、剥離ライナー付
き表面保護テープを得た。
　上記において、形成された粘着剤層は、（メタ）アクリル系重合体と架橋剤が反応した
状態にある。
　別途、マスク材組成物Ａを剥離フィルム（商品名：Ｅ７００２、厚さ２５μｍ、東洋紡
株式会社製、片面に剥離処理面を有する）の剥離処理面上に乾燥後の厚みが６０μｍとな
るように塗工した。得られたマスク材層を、剥離ライナー（商品名：Ｅ７００６、厚さ：
２５μｍ、東洋紡株式会社製、片面に剥離処理面を有する）の剥離処理面に張り合わせ、
室温（２５℃）で放置することで、厚さ１１０μｍの剥離ライナー、マスク材層及び剥離
フィルム一体物を得た。なお、上記剥離フィルムについては、事前に、剥離処理されてな
い面にコロナ処理を施した。
　上記において、形成されたマスク材層は、放射線重合性（メタ）アクリル系重合体と架
橋剤が反応した状態であり、かつ放射線照射による硬化をしていない状態にある。
　その後、剥離ライナー付き表面保護テープの剥離ライナーを剥がし、剥離ライナー、マ
スク材層及び剥離フィルム一体物のコロナ処理が施された剥離フィルム面に、粘着剤層を
張り付けることで、総厚２４０μｍの剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを得た
。
【００７６】
＜半導体チップの製造＞
　ラミネータ　ＤＲ８５００ＩＩＩ（商品名：日東精機（株）社製）を用いて、スクライ
ブライン（ストリート）付シリコンウェハ（直径８インチ、厚さ３５０μｍ）表面に、上
記で得られた剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープから、剥離ライナーのみを剥が
してマスク一体型表面保護テープとし、貼り合わせた。ここで、マスク材層を残して剥離
ライナーのみを剥離できていることから、剥離フィルムとマスク材層との間の剥離力と剥
離ライナーとマスク材層との間の剥離力は規定の剥離力の関係を満たしていることが分か
った。
　その後、全自動グラインダ／ポリッシャ装置　ＤＧＰ８７６０（商品名：ディスコ（株
）社製）を用いて、前記マスク一体型表面保護テープを貼り合わせた面とは反対の面（シ
リコンウェハの裏面）を、シリコンウェハの厚さが５０μｍになるまで研削した。研削後
のシリコンウェハを、ウェハマウンター　ＲＡＤ－２７００Ｆ（商品名：リンテック（株
）社製）を用いて、シリコンウェハ裏面側からダイシングテープ上にマウントし、リング
フレームにて支持固定した。さらにマスク一体型テープ側から高圧水銀ランプを用いて５
００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射することでマスク材層と剥離フィルムとの間の剥離力を
小さくし、基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体を剥離し、シリコンウェハ
上に硬化マスク材層を残した。ここで、硬化マスク材層を残して基材フィルム、粘着剤層
及び剥離フィルムの積層体のみを剥離できていることから、紫外線照射後において、マス
ク材層と剥離フィルムとの間の剥離力とマスク材層とウェハとの間の剥離力が規定の剥離
力の関係を満たすことが分かった。
　次にＣＯ２レーザーでスクライブライン上のマスク材を除去し、スクライブラインを開
口した。
　その後、プラズマ発生用ガスとしてＳＦ６ガスを用い、シリコンウェハを１５μｍ／分
のエッチング速度で５分間、マスク材層側からプラズマ照射した。このプラズマダイシン
グによりシリコンウェハを切断して個々のチップに分割した。次いでプラズマ発生用ガス
としてＯ２ガスを用い、１．５μｍ／分のエッチング速度で１０分間アッシングを行い、
マスク材を除去した。その後、ダイシングテープ側から紫外線を照射し（照射量２００ｍ
Ｊ／ｃｍ２）、ダイシングテープの粘着力を低減させ、チップをピックアップした。
【００７７】
［実施例２］　剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープの作製、半導体チップの製造
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　実施例１の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープの作製において、剥離フィルム
を別の剥離フィルム（商品名：Ｅ７００４、厚さ：２５μｍ、東洋紡株式会社製、
片面に剥離処理面を有する）とした以外は、実施例１と同様にして実施例２の剥離ライナ
ー付マスク一体型表面保護テープを得た。
　この剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを用いた以外は、実施例１と同様にし
て、半導体チップの製造を行った。
【００７８】
［比較例１］　フォトリソグラフィプロセスによるマスク形成、表面保護テープの作製、
半導体チップの製造
＜マスク付ウェハの作製＞
　レーザーを用いてチップサイズ１０ｍｍ×１０ｍｍ、スクライブライン幅７０μｍの８
インチスクライブライン付シリコンウェハ（厚さ：３５０μｍ）を作成した。ポジ型感光
性材料を前記スクライブライン付シリコンウェハ上に塗布し、厚み１０μｍのレジストマ
スク材層を形成した。フォトマスクを用いてスクライブライン上のみに紫外線を照射し、
アルカリ性の現像液を用いてスクライブライン上のレジストマスク材層を除去し、マスク
付ウェハを作製した。
【００７９】
＜剥離ライナー付感圧型表面保護テープの作製＞
　ＫＰ－１９０９Ｂ（商品名、日本カーバイド社製）１００質量部に対して、架橋剤とし
てコロネートＬ（商品名、日本ポリウレタン工業株式会社製）０．５質量部を配合し、粘
着剤組成物を得た。
　この粘着剤組成物を厚さが３０μｍになるように剥離ライナー上に塗工し、厚み１００
μｍ厚のＬＤＰＥ（低密度ポリエチレン）フィルムのコロナ処理面に貼り合せ、厚さ１３
０μｍの剥離ライナー付感圧型表面保護テープを得た。
【００８０】
＜半導体チップの製造＞
　ラミネータＤＲ８５００ＩＩＩ（商品名：日東精機（株）社製）を用いて、上記で調製
したマスク付シリコンウェハのマスク上に上記で調製した剥離ライナー付感圧型表面保護
テープから、剥離ライナーを剥がして、感圧型表面保護テープを貼り合わせた。
　その後、ＤＧＰ８７６０（商品名：ディスコ（株）社製）を用いて、前記マスク付シリ
コンウェハの裏面を、ウェハの厚さが５０μｍになるまで研削した。研削後の前記マスク
付シリコンウェハをＲＡＤ－２７００Ｆ（商品名：リンテック（株）社製）を用いて、ウ
ェハ裏面側からダイシングテープ上にマウントし、リングフレームにて支持固定した。そ
の後、感圧型表面保護テープを剥離した。
　その後、実施例１と同様にしてプラズマダイシングによりウェハをチップへと分割し、
次いで実施例１と同様にしてアッシングによりマスクを除去し、さらに、実施例１と同様
にしてチップをピックアップした。
【００８１】
［試験例１］　剥離ライナーの剥離性
　上記各実施例の＜半導体チップの製造＞において、剥離ライナーを剥離した際に要した
力（剥離性）を下記評価基準により評価した。なお、剥離ライナーの剥離は、２３℃、５
０％ＲＨの条件下、剥離角度９０度、剥離速度５０ｍｍ／ｍｉｎで行い、剥離力を測定し
た。また、剥離フィルムとマスク材層間の剥離力も同様にして測定した。結果を下記表１
に示す。
【００８２】
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【表１】

【００８３】
　上記において、マスク材層を痛めることなく剥離ライナーのみを剥離することができた
ため、この結果を表２に「○」として示す。
【００８４】
［試験例２］　基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体の剥離性評価
　上記各実施例及び比較例の＜半導体チップの製造＞において、基材フィルム、粘着剤層
及び剥離フィルムの積層体又は感圧型表面保護テープを剥離可能であるかを評価した。な
お、基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体又は感圧型表面保護テープの剥離
はＲＡＤ－２７００Ｆ（商品名：リンテック（株）社製）を用いて行った。結果を下記表
２に示す。
－基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体の剥離性の評価基準－
　○：基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体、又は感圧型表面保護テープを
剥離することができた。
　×：粘着剤層及び剥離フィルムの積層体、又は感圧型表面保護テープを剥離することが
できなかった。又は、マスク材層の一部が剥離されてしまった。
【００８５】
［試験例３］　Ｏ２プラズマアッシングによるマスク材層の除去性評価
　上記各実施例及び比較例の＜半導体チップの製造＞において、Ｏ２プラズマアッシング
（１．５μｍ／分のエッチング速度で１０分間アッシング）後のマスク材の残留の有無を
、レーザー顕微鏡を用いて調べた。結果を下記表２に示す。
－マスク材層の除去性の評価基準－
　○：マスク材層の残留がない。
　×：マスク材層の残留がある。
【００８６】
［試験例４］　環境に対する負荷
　酸性溶液及びアルカリ性溶液は、廃棄処理が煩雑であり、環境に対しての負荷が多い。
加工工程にて、酸性溶液及びアルカリ性溶液を使用しているか調査した。結果を下記表２
に示す。
－環境に対する負荷の評価基準－
　○：酸性溶液及びアルカリ性溶液を使用していない。
　×：酸性溶液及びアルカリ性溶液を使用している。
【００８７】
［試験例５］　作業負荷（総合評価）
　さらに、上記試験例２～４の評価結果に基づき、下記評価基準に基づき作業負荷を総合
評価した。結果を下記表２に示す。
－作業負荷の評価基準－
　○：　試験例２～４の全てに合格
　×：　試験例２～４のいずれか１つに不合格
【００８８】
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【００８９】
　本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープは、剥離ライナーを剥がしてマス
ク一体型表面保護テープとすることができ、また、上述の通り、半導体ウェハへの貼り付
け後には、マスク材層の表面を維持して半導体ウェハ表面に露出できた。
　また、上記各試験例の結果から、半導体ウェハを加工して半導体チップを製造するに際
し、本発明の剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープを用いることにより、半導体ウ
ェハのパターン面にマスク一体型表面保護テープを貼り付け、当該テープから基材フィル
ム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体を剥離するだけで、糊残りを生じずに簡単にマス
クを形成することができ、さらに、当該マスクはＯ２プラズマによってより確実に除去す
ることができ、環境に対する負荷及び作業負荷を低減できることが分かった。
【符号の説明】
【００９０】
　　１０１　剥離ライナー付マスク一体型表面保護テープ
　　１　半導体ウェハ
　　２　パターン面
　　３　マスク一体型表面保護テープ
　　　３ａ　基材フィルム、粘着剤層及び剥離フィルムの積層体
　　　　３ａａ　基材フィルム
　　　　３ａｂ　粘着剤層
　　　　３ａｃ　剥離フィルム
　　　３ｂ　マスク材層
　　　３ｃ　剥離ライナー
　　４　ウェハ固定テープ
　　７　チップ
　Ｓ　表面
　Ｂ　裏面
　Ｍ１　ウェハ研削装置
　Ｍ２　ピン
　Ｍ３　コレット
　Ｆ　リングフレーム
　Ｌ　レーザー（ＣＯ２レーザー）
　Ｐ１　ＳＦ６ガスのプラズマ
　Ｐ２　Ｏ２ガスのプラズマ
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